
年度 2017 2016 2015

　義務的経費の状況 37.6% 35.0% 37.2%

　経常収支比率 77.5% 77.7% 75.9%

　実質公債費比率 1.0% 1.1% 1.8%

　財政力指数
（　）３か年の平均
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復
興
・
防
災
国
会
を

早
急
に
開
け
！

財
政
力
指
数

１
・
２
８

安
城
市
の
17
年
度
の
財
政
力

指
数
は
１
・
２
８
で
、
前
年
度

比
０
・
０
２
ポ
イ
ン
ト
上
回
り
、

全
国
７
９
１
市
の
中
で
９
番
目

で
、
依
然
と
し
て
財
政
力
は
豊

か
で
す
。

財
政
力
指
数
は
自
治
体
の
財

安
城
市
の
２
０
１
７
年
度
決
算
の
財
政
状
況
を
判
断
す
る
財

政
力
指
数
、
義
務
的
経
費
の
状
況
、
経
常
収
支
比
率
、
実
質
公

債
費
率
は
す
べ
て
良
好
で
、
依
然
と
し
て
財
政
力
豊
か
な
市
で

あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。義

務
的
経
費
と
は
、
性
質
別

経
費
の
う
ち
、
人
件
費
、
扶
助

費
、
公
債
費
の
３
つ
を
い
い
、

歳
出
に
対
す
る
義
務
的
経
費
の

割
合
が
小
さ
い
ほ
ど
財
政
の
弾

力
性
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

17
年
度
は
、
人
件
費
、
扶
助

費
、
公
債
費
の
い
ず
れ
も
増
加

と
な
り
、
こ
れ
ら
の
義
務
的
経

費
の
総
額
は
２
４
７
億
９
０
０

万
円
余
で
、
対
前
年
度
比
５
億

４
０
０
０
万
円
余
増
加
し
、
歳

出
総
額
に
占
め
る
割
合
は
３
７
・

６
％
と
な
り
、
前
年
度
と
比
べ

て
２
・
６
ポ
イ
ン
ト
の
増
加
と

な
り
ま
し
た
。

政
力
を
示
す
指
数
で
１
・
０
０

を
超
え
る
と
い
う
こ
と
は
、
標

準
以
上
の
行
政
が
で
き
る
と
い

う
こ
と
で
す
。

市
民
は
こ
の
こ
と
を
実
感
で

き
る
市
政
を
求
め
て
い
ま
す
。

財政力指数等の推移

２０１７年度決算

実
質
公
債
費
比
率

１
・
０
％

経
常
収
支
比
率

７
７
・
５
％

義
務
的
経
費
の
状
況

３
７
・
６
％

経
常
収
支
比
率
は
、
財
政
構

造
の
弾
力
性
を
示
す
数
値
で
、

高
く
な
る
と
財
政
運
営
は
硬
直

化
し
ま
す
。

安
城
市
の
17
年
度
の
経
常
収

支
比
率
は
７
７
・
５
％
で
、
前

年
度
比
０
・
２
ポ
イ
ン
ト
減
少

し
て
い
る
こ
と
か
ら
。
依
然
と

し
て
良
好
な
財
政
運
営
と
し
て

い
ま
す
。

実
質
公
債
費
比
率
は
、
自
治

体
の
収
入
に
対
す
る
負
債
返
済

の
割
合
を
示
す
指
標
で
、
過
去

３
か
年
平
均
が
18
％
超
え
る
と

新
た
な
借
金
を
す
る
に
は
国
や

都
道
府
県
の
許
可
が
必
要
と
な

り
ま
す
。

安
城
市
の
17
年
度
の
実
質
公

債
費
率
は
１
・
０
％
で
18
％
を

大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、
市
債

の
借
り
入
れ
状
況
等
は
良
好
で

あ
る
と
し
て
い
ま
す
。
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新水道ビジョン

日
本
共
産
党
の
宮
川
か
ね
ひ
こ
議
員
は
５
日
の
一
般
質
問
で

「
新
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
」
に
つ
い
て
質
し
ま
し
た
。
市
は
、
「
直
ち

に
、
水
道
事
業
全
体
を
民
営
化
や
広
域
化
す
る
予
定
は
な
い
」
と

答
え
ま
し
た
。

安
倍
政
権
は
水
道
事
業
の
民

営
化
、
広
域
化
を
加
速
さ
せ
る

た
め
、
通
常
国
会
に
水
道
法
改

定
案
を
提
出
し
ま
し
た
が
、
継

続
審
議
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
法
案
は
、
都
道
府
県
に

広
域
連
携
推
進
の
法
的
責
任
を

負
わ
せ
る
こ
と
や
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の

一
種
で
あ
る
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン

方
式
（
所
有
権
は
公
的
機
関
に

残
し
た
ま
ま
、
運
営
を
民
間
事

業
者
に
ゆ
だ
ね
る
仕
組
み
）
の

導
入
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
て
い

ま
す
。

利
益
優
先
の
民
間
企
業
が
運

営
に
参
加
す
る
こ
と
に
な
れ
ば
、

水
道
事
業
の
安
全
性
・
安
定
性

の
後
退
に
つ
な
が
り
、
料
金
値

ー宮川議員が一般質問ー

水
道
法
改
定
案

住
民
負
担
増
を
招
き
か
ね
な
い

上
げ
な
ど
の
住
民
負
担
増
を
招

き
か
ね
ま
せ
ん
。

水
道
事
業
の
民
営
化
を
先
行

し
て
進
め
て
き
た
諸
外
国
で
は
、

料
金
の
高
騰
、
人
員
削
減
に
よ

る
サ
ー
ビ
ス
の
劣
悪
化
な
ど
が

問
題
と
な
り
、
再
び
公
営
に
戻

す
動
き
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。

フ
ラ
ン
ス
の
パ
リ
市
で
は
、

世
界
的
水
メ
ジ
ャ
ー
２
社
と
公

設
民
営
で
契
約
（
１
９
８
４
年
）

し
た
も
の
の
、
水
道
料
金
が
２
・

南
海
ト
ラ
フ
地
震

地
震
直
後
は
断
水
人
口
17
万
人

２
５
倍
と
な
り
、
財
務
の
不
透

明
さ
な
ど
に
市
民
の
批
判
が
高

ま
り
２
０
１
０
年
に
公
営
に
戻

し
、
水
道
料
金
を
８
％
値
下
げ

し
ま
し
た
。
再
公
営
化
を
決
断

し
た
自
治
体
は
世
界
で
１
８
０

を
上
回
り
ま
す
。

大
阪
北
部
地
震
（
震
度
６
弱
）

で
は
、
大
阪
府
高
槻
市
な
ど
約

９
万
戸
が
一
時
断
水
に
追
い
込

ま
れ
ま
し
た
。

引
き
金
と
な
っ
た
の
が
40
年

の
耐
用
年
数
を
超
え
る
水
道
管

の
破
裂
で
し
た
。
府
は
40
年
超

の
水
道
管
が
約
３
割
を
占
め
て

い
る
と
し
て
ま
す
。

宮
川
議
員
は
、
「
安
城
市
の

40
年
超
の
老
朽
管
の
状
況
と
南

海
ト
ラ
フ
地
震
が
発
生
し
た
場

合
、
ど
の
よ
う
な
被
害
が
想
定

さ
れ
る
の
か
」
と
質
し
ま
し
た
。

市
は
、
「
法
定
耐
用
年
数
の

40
年
を
超
え
た
水
道
管
は
全
体

で
１
０
０
㎞
あ
り
、
そ
の
割
合

は
９
・
７
％
あ
る
」
「
南
海
ト

ラ
フ
地
震
が
発
生
し
た
場
合
、

水
道
管
の
被
害
個
所
は
、
約
８

０
０
か
所
で
、
地
震
直
後
は
断

水
人
口
が
約
17
万
人
と
想
定
し

て
い
る
」
と
答
え
ま
し
た
。

新
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
は
、
２
０

１
８
～
２
７
年
度
ま
で
の
水
道

事
業
全
体
の
計
画
で
す
。

給
水
人
口
は
増
加

民
営
化
、
広
域
化
の
前
提
が
崩
れ
て
い
る

市
は
、
民
間
企
業
へ
の
委
託

や
広
域
化
に
つ
い
て
、
「
今
後
、

給
水
人
口
が
減
少
し
て
い
く
こ

と
が
想
定
さ
れ
る
中
、
安
定
的

な
水
道
事
業
経
営
を
継
続
し
て

い
く
た
め
の
方
策
の
一
つ
と
し

て
、
民
間
活
力
の
導
入
や
広
域

化
を
研
究
し
て
い
く
」
と
答
え

ま
し
た
。

宮
川
議
員
は
、
「
給
水
人
口

は
27
年
度
は
16
年
度
と
比
べ
て

３
７
３
１
人
増
加
す
る
と
し
て

い
る
。
民
営
化
、
広
域
化
の
給

水
人
口
減
少
と
い
う
前
提
が
崩

れ
て
い
る
」
と
指
摘
し
ま
し
た
。

市
は
、
人
口
は
２
０
３
０
年

の
18
万
８
千
人
が
ピ
ー
ク
に
な

る
見
通
し
と
し
て
い
ま
す
。


